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研究課題の要旨：WRF-Fireを日本の山林火災事例に適用し、実際の火災状況と比較した結果、空間的・時間的な再現性が

確認できた。このことから、WRF-Fireが微気象の影響を十分に反映でき、日本にも適用できることが検

証された。さらに、WRF-Fireを市街地火災に適用するために、既存の火災延焼予測手法の解析を行い、

WRF-Fireを改良した。さらに、LESの市街地火災への適用妥当性を検討した。また、国内外の石油タンク

火災のデータを収集・整理し、WRF-Fireの適用可能性を検討した。 
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1. 研究の背景・目的

大規模火災は実大実験を行うことが不可能なため、コ

ンピュータ・シミュレーションモデルの提案が求められ

ている。しかし、日本における予測手法やシミュレーシ

ョンモデルでは、大規模火災の性状を大きく左右する「火

災建物周辺のミクロな風環境による火災性状の変化」及

び「飛び火による跳躍延焼」が十分考慮されていないの

が、現状である。

特に、気象に起因する風と火災の熱との相互作用は、

延焼火災の拡大や火災旋風が発生する要因のひとつと考

えられるが、その検討範囲は、数cmから約2,000kmと

広い。幸い、気象モデルの研究は活発であり、特に汎用

気象モデルWRF(Weather Research and Forecasting)
は、４次元データ同化法技術やネスティングによる局

所・広域の相互接続技術が確立されている。

本研究では、領域気象モデルWRFと山林火災を対象

とした火災モジュールのオンライン結合モデル

WRF-Fire を用いて、実際に日本で発生した山林火災の

シミュレーションを行い、実際の火災データとを比較し

て、火災が周囲の風環境に与える影響や燃料設定による

火災動態への影響を検討することにより、日本での適用

性を検討した。さらに、この検討結果を基に、WRF-Fire
を市街地火災に拡張・適用するための基礎的な検討を行

った。また、石油タンク火災への WRF-Fire の適用性、

局所・広域の相互接続技術に関わる LES(Large Eddy
Simulation)の適用妥当性の基礎的な検討を行った。 

2. 日本の山林火災における WRF-Fire 適用検討

2.1 シミュレーションの準備および実施、結果の

整理 

2.1.1 使用するモデルの説明 

【WRF】 

領域気象モデルWeather Research and Forecasting 
model(WRF)は、National Center for Atmospheric 
Research(NCAR)とNational Center for Environment 
Prediction(NCEP)らにより共同開発されたモデルで、気

象予報、学術研究の双方で扱うことができる。特に

NCAR が中心として開発した Advanced Research 
WRF(ARW)は学術研究に向けたモデルであり、本研究

ではARW ver.3.3.1を扱う。WRFは大気大循環モデル

に見られる静力平衡近似や非弾性近似及び非圧縮性近似

を用いず、3 次元完全圧縮の非静力モデルである。雲物

理量モデル、放射モデル、乱流モデル及び地表面モデル

など多数のモデルが扱われ、また、数メートルから数千

キロメートルまで幅広い領域を計算することができる。

その基礎方程式は運動方程式、連続式、状態方程式、熱

量保存方程式、混合比保存式から成る。

【WRF-Fire火災モジュール】 

WRF-Fireの火災モジュールは、領域気象モデルWRF
に組み込まれた地表面火災延焼計算を可能とするモデル

である。WRF により計算された地表面の風向、風力デ

ータは火災モジュールに入力され、地形の勾配及び燃料

分布のデータとともに火災の瞬間的な拡散率及び進行方

向を決定する。 一方で、火災モジュールにより燃料消費

が計算され、大気中へ放出する熱及び水蒸気量データを

出力する。これにより発生したプルームと風の合流によ

り、火災の周囲の風環境が変化する。 これら大気データ

と火災データの相互作用により、各時系列でのオンライ

ンシミュレーションを明示的に扱うことができる。気象

モデルWRFでは3次元の計算を行うのに対して、火災

モジュールでは地表面のみ 2 次元計算を行う。また

WRF-Fire では樹冠火は処理されず、地表面を進む火災

が再現される。



【WRF-Fire延焼速度式】 

 WRF-Fireの火災延焼速度は、半経験的に導かれた延

焼モデルを使用する。このモデルにおいて、延焼速度式

は局所風、地形勾配及び燃料特性により決定され、

Rothermal（1972）に基づき定義される。延焼速度𝑅𝑅は、 
𝑅𝑅 = 𝑅𝑅0(1 + 𝜙𝜙𝑤𝑤 + 𝜙𝜙𝑠𝑠)   （1） 

𝑅𝑅0は無風時の延焼速度、𝜙𝜙𝑤𝑤は風速による影響を表す風

速補正値、𝜙𝜙𝑠𝑠は地理的要因である傾斜による影響を表す

傾斜補正値である。ここで、無風時の延焼速度𝑅𝑅0は 

𝑅𝑅0 = 𝐼𝐼𝑅𝑅𝜉𝜉
𝜌𝜌𝑏𝑏𝜀𝜀𝑄𝑄𝑖𝑖𝑖𝑖

   （2） 

𝐼𝐼𝑅𝑅は単位時間、単位面積当たりの熱放出速度を変化させ

る反応強度、𝜉𝜉はフラックス比、𝜌𝜌𝑏𝑏は乾燥時の 1 立方メ

ートル当たり燃料密度、𝜀𝜀は初めに点火温度まで上昇さ

せなければならない燃料の割合、そして𝑄𝑄𝑖𝑖𝑖𝑖は発火熱量

である。つまり延焼速度は、燃料を燃焼温度に上昇させ

るのに要する熱量（分母）と火災領域の前方部が受ける

熱量（分子）の比率により決定される。風速補正値𝜙𝜙𝑤𝑤は 

𝜙𝜙𝑤𝑤 = 𝐶𝐶(𝑎𝑎𝑎𝑎)0.02526𝜎𝜎0.54 𝛽𝛽
𝛽𝛽𝑜𝑜𝑜𝑜

0.715𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒�−3.59×10−4𝜎𝜎�
 （3） 

ここで(𝑎𝑎𝑎𝑎)は火線に垂直な風速成分の大きさで、係数C
及び最適重点率𝛽𝛽𝑜𝑜𝑒𝑒は、燃料の表面積対体積比と重点率

の関数として計算される。これは、燃料が占有する燃料

床面積の割合として解釈される。可燃物の温度が上昇し

着火するまでの間、風の影響がある場合には可燃物の温

度より気温が高くなる。そのため着火温度までの上昇時

間が短くなり、延焼速度が大きくなる。この温度上昇の

影響のしやすさは燃料床面積の割合により変化する。ま

た、より強い風により炎が地表面へ傾く影響からも延焼

速度は増加する。傾斜補正値𝜙𝜙𝑠𝑠は 
𝜙𝜙𝑠𝑠 = 5.275𝛽𝛽−0.3(tan𝜙𝜙)2   （4） 

𝜙𝜙𝑠𝑠は傾斜角度で、地表面の地形データから求められる。

延焼速度𝑅𝑅は風速の増加に伴い無限に増加しないため、

6msを最大値とする。 
 延焼速度を変化させる燃料の主な要因は、可燃物の重

量、形状、密度、熱的特性及び含水比である。上で示し

た式に含まれるパラメータはこれらの燃料特性を示す。 
【WRF-Fire燃料消費率・熱量】 

 燃料消費率は、燃料燃焼時間𝑇𝑇𝑓𝑓  により制御され、燃料

質量の指数的な減少を示す。 

𝐹𝐹(𝑡𝑡) = 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒 �− 𝑡𝑡−𝑡𝑡𝑖𝑖
𝑇𝑇𝑓𝑓
�   （5） 

ここでFは残り燃料の割合、𝑡𝑡𝑖𝑖 は着火時間、tは着火

後の時間を示す。燃料残量の極度な減少や、燃料水分が

その燃料カテゴリの吸湿量を超えると、火災は熱を放出

しなくなる。 
  燃料消費の際には熱と水蒸気が放出される。火災によ

って放出される顕熱フラックス𝐻𝐻𝑠𝑠は 

𝐻𝐻𝑠𝑠 = ∆𝐹𝐹
∆𝑡𝑡

(1 − 𝐵𝐵)𝑤𝑤1ℎ   （6） 

ここで∆𝐹𝐹は時間ステップ∆𝑡𝑡における燃料質量の変化、

𝑤𝑤1は初期燃料重量、𝑤𝑤1ℎは乾燥セルロース燃料の燃焼熱

である。𝐵𝐵は総燃料質量と水の比であり、 

𝐵𝐵 = 𝑀𝑀𝑓𝑓
1+𝑀𝑀𝑓𝑓

   （7） 

 𝑀𝑀𝑓𝑓は燃料の含水比である。燃料消費により放出される

潜熱フラックス 𝐿𝐿𝐸𝐸𝑠𝑠は 

𝐿𝐿𝐸𝐸𝑠𝑠 = ∆𝐹𝐹
∆𝑡𝑡

[𝐵𝐵 + 0.56(1 − 𝐵𝐵)]𝐿𝐿𝑤𝑤1   （8） 

ここで𝐿𝐿𝑤𝑤1は水の蒸発潜熱である。第一項は木材のセ

ル間の水分から生じ、第二項はセル自体の水分から生じ

る蒸発潜熱を示す。 
火災挙動を左右する要因の一つである地表面の燃料設

定は、Anderson（1982）による13種燃料モデルを用い

る。これを表1に示す。これらに分類された各燃料特性

は、主に燃料重量、表面積対体積比、燃料深度、含水比

のパラメータによって特徴づけられる。 
 

【WRF-Fire】 

以上で述べたWRFとWRF-Fire火災モジュールを結

合させることで、気象場と火災延焼による相互作用を考

慮した計算を行うことが可能となる。はじめにWRFで

気象場を計算し、気象データを出力する。出力データの

うち風速・風向データが火災モジュールへ入力される。

ここで火災の有無を判断し、火災が発生していれば気象

データ、燃料データ及び地理データから延焼速度を計算

する。そして火災により発生する顕熱及び潜熱量を計算

し、熱流量データをWRFへとフィードバックする。そ

れをもとに、次のタイムステップで再びWRFが気象場

を計算する。以上の仕組みでWRF-Fireはオンライン計

算を可能としている。 
 

表1：Anderson13種燃料モデル 

 



2.1.2 WRF-Fireシミュレーション結果 

【山林火災適用検討】 

 WRF-Fire の適用検討の前段階として、山火事への適

用を検討した。国内で発生した山林火災例として、兵庫

県高砂市に位置する高御位山における山林火災を対象と

し現地調査を行った。これを図 1 に示す。2011 年 1 月

24日早朝に発生した火災では、西風の影響を受けて主に

東方向へおよそ117haが消失した。図2に実際の焼損範

囲、図3に消防見取図を示す。本研究では焼損範囲をお

よそ中心としてWRFのネスティングをし、領域、日時、

植生の設定を基に計算を行った。WRF で扱う気象条件

の 初 期 値 ・ 境 界 値 に は National Center for 
Environment Prediction(NCEP)で公開されている

Final Analysis Data(FNL)を用いた。FNLは1°×1°
格子、鉛直 27 層、時間解像度 6 時間の全球データであ

る。WRF では高い解像度の計算結果を低い解像度の計

算結果へフィードバックさせることが可能で、多重ネス

ティング手法により広域から局所までの計算を行う。本

研究では、調査対象である兵庫県高御位山（北緯

34°48’84” 東経134°46’44”）をおよそ中心として第1ド

メインから第 4 ドメインまでを設定し、4 重ネスティン

グとした。これを図4 に示す。各ドメインの詳細は表2
に示す。また、火災動態を計算するにはさらに高い解像

度を必要とするため、第 4 ドメインには 10 倍解像度の

サブグリッドを設けた。これにより 24m の解像度で計

算を行う。WRF で計算を行う 4 つのドメインのうち

WRF-Fire火災モジュールは第4ドメインにのみ適用す

る。 

 
図1：兵庫県高砂市高御位山 

 

 
図2：高御位山山林火災焼損範囲図 

 

 
図3：高御位山山林火災消防見取図 

 

 
図4：WRFドメイン設定 

 
表2：各ドメイン解像度 

 
 
【WRF出力気象データ検証】 

 本研究で用いる領域気象モデルWRFにより出力され

る気象データを検討するため、その出力データと実際の

観測値との比較を行う。まず観測値データとして、気象

庁が公開している兵庫県明石の気象データを扱う。この

観測地点で得られる気温及び風速データと、比較する

WRF出力データを図5、6に示す。二つの出力データは

計算時間の違いによる。気温及び風速比較結果から、実

際の観測データとWRF出力データは同様の挙動を示し

ており、気温及び風速の時間変化がやや再現されている

ことがわかる。両データには検証時間を通して値の乖離

が見られるが、これは観測高さの差によるものと考えら

れ、挙動の再現性は高いためこのWRF出力結果を用い

ることとする。 
 



 
図5：気温の観測データ（地上1.5m,青）及び 

出力データ（地上2m,赤・緑）比較 

 

 
図6：風速の観測データ（地上28.6m,青）及び 

出力データ（地上10m,赤・緑）比較 

 

 

2.2 山林火災シミュレーション結果 

 図 7 にシミュレーションによる延焼範囲を示した。図

の矢印は風の強さ、向きを表す。シミュレーションによ

り、出火地点から風向に影響され東方向へ延焼する様子

が再現された。延焼範囲はおよそ実際の範囲と一致し、

出火時間から東端到達時間まで再現された。図 8 は炎か

ら発生した熱による温度差を示している。火災の発生に

より生じた熱と、それに影響を受け変化する風の様子が

わかる。火災が発生した際に炎に向かって吹き込む風の

挙動が確認できたことから、火災旋風への適用可能性も

期待できるだろう。また、実際の消火活動（図 3 参照）

を基に燃料分布を設定し火災延焼を制限することにより、

延焼動態が改善された。設定した燃料分布を図9に示す。

これにより、火災と気象の相互作用を再現したリアルタ

イム延焼シミュレーションを可能としたことが確認でき

た。 
 

 
図7：WRF-Fireシミュレーション結果 

 

 
図8：WRF-Fireシミュレーション結果 

  （火災による熱の発生） 

 



 
図9：燃料設定（黄：木くず, 赤：非植生） 

 

 

3. WRF-Fire を市街地へ適用するための延焼式 

検討 

3.1 WRF-Fire計算式の設定 

 山林火災を対象に計算を行ったが、本来山林火災を対

象としているWRF-Fireを都市火災へ応用する為には、

新たな延焼速度及び放熱量の式、そして燃料特性を設定

する必要がある。 
 
3.2 延焼速度式 

 都市における火災延焼を初めて定量的に評価可能なモ

デル化を行ったのは濱田による濱田式（1951）である。

この延焼式は均一な大きさの建物が格子状に並んだ市街

地を想定し、一様な風環境のもとで延焼時間及び延焼限

界距離を求める。建物の並びは図10に設定する。濱田

式は過去の都市火災事例や実大火災実験の結果から統計

的に求められた式であり、この簡易的なモデルは、地域

防災計画を策定する際の被害想定において現在でも広く

利用されている。濱田式をWRF-Fire延焼速度式へ導入

するにあたり、式(2)～(4)を以下のように設定する。 

𝑅𝑅0 =
𝑏𝑏𝑏𝑏𝑖𝑖𝑏𝑏𝑏𝑏
60

(𝑎𝑎+𝑑𝑑)

3+3𝑎𝑎8 +
8𝑏𝑏
𝐷𝐷

   (9) 

𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏：建物種類によるパラメータ 
𝐷𝐷：延焼限界距離 

 
𝜙𝜙𝑤𝑤 = 1 + 0.1𝑎𝑎 + 0.007𝑎𝑎2   (10) 

𝜙𝜙𝑠𝑠 = 0   (11) 

 
図10：濱田式 建物設定 

 
3.3 熱放出 

都市火災において発生する熱量を設定するために、国

交省らによる防災まちづくり総プロの火災モデルを検討

する。これは個別建築物の火災性状と建物間の延焼を予

測したモデルで、精密な都市火災シミュレーションを可

能とする。WRF-Fireの燃料消費率は式(5)によって表さ

れ、𝑇𝑇𝑓𝑓の値により燃料残量の減衰度が決定する。燃焼に

よって発生するエネルギー量を、WRF-Fireによる計算

結果と国土交通省総合技術開発プロジェクト「まちづく

りにおける防災評価・対策技術の開発」のモデル（以下

総プロモデル）による計算結果と比較し𝑇𝑇𝑓𝑓の値を設定す

ることで、都市火災における燃料消費の再現を検討する。 
 図11は総プロモデルによる建物構造別の発生顕熱量

比較である。これを基に初期燃料重量𝑤𝑤1及び減衰度𝑇𝑇𝑓𝑓を
仮定し、WRF-Fireによる計算を行う。図12は総プロ

モデルと仮定したパラメータを用いたWRF-Fire計算に

よる比較である。この比較から燃料重量、減衰度、及び

各構造を特徴づけるパラメータを決定し、WRF-Fire熱
放出量式の都市モデルへの拡張を検討する。 
 

 
図11：総プロモデルにおける構造別顕熱量比較 

 



 
図12：総プロモデル及びWRF-Fire計算式による発生顕

熱量比較(裸木造) 

 
 

4. 石油タンク火災のデータ整理および WRF-Fire

適用検討 

4.1 石油タンク火災の事例 

石油タンク火災の事例のうち、地震を起因とした

事例としては、1923年関東震災、1964年新潟地震、

2003年十勝沖地震、2011年東日本大震災があげら

れる。このうち、1964 年新潟地震では、まず、昭

和石油新潟製油所でスロッシングにより原油が溢

流して着火し、隣接するタンク群も巻き込んで火

災となる。さらに、防油堤の破損箇所から火災が

拡大した。タンク５基、一般民家 18棟を全焼した。

その後、別の危険物タンクから流失した油が液状

化による噴水や津波のため拡散し、地震発生の５

時間に爆発音とともに火災となる。これによりタ

ンク 138 基焼損、一般民家 440棟を全焼した。 

また、地震に起因しないが、海外における大きな

事例としては、1975年 Pennsylvania州

Philadelphia（米国）、1983年 New Jersey州 Newark

（米国）、1985年ナポリ（イタリア）、2005年 Hemel 

Hempstead（英国）、2009年 Bayamon（プエルトリ

コ）等がある。特に、1985年ナポリの事例では、

24 基の石油タンクが爆発し、火災が 6日間続いて

いる。これにより、5名が死亡、170人が負傷、2,000

人以上の住民が避難している。また、古い事例で

はあるが、1926 年に米国カリフォルニア州の SAN 

LUIS OBISPOでは、石油タンク火災に伴う火災旋

風の発生が記録されている。この火災は、最初に

落雷による石油貯蔵施設の爆破事故から始まって

おり、爆発の後に大規模な火災が発生し、拡大し

ている。翌日になって火災旋風の発生が確認され、

規模の小さいものを含めて断続的に続いている。

このうち、最大規模の旋風は、高さ 300フィート

（約 90ｍ）であり、建物を破壊してその残骸を 3

マイル（約５km）先まで運んでいる。この火災発

生時には、雷が発生したように、大気はかなり不

安定な状況であると共に、この施設は谷間にあっ

たため、常時、強い風が吹いている地域であった。

研究者による推測では、火災当時、15 マイル/時（約

７ｍ/ｓ）のやや強い風が吹いていた。 

 

4.2 石油タンク火災の予測手法 

石油タンク火災に関連する影響度の予測につい

ては、総務省消防庁の「石油コンビナートの防災

アセスメント指針」に示されている。 

 

4.2.1 解析モデルの選定 

可燃性物質や毒性物質を取り扱う施設で漏洩な

どの事故が発生した場合、液面火災、ガス爆発（蒸

気雲爆発）、フラッシュ火災（可燃性蒸気雲の燃

焼で火炎伝播速度が比較的遅い火災）などの災害

現象により周囲に影響を与える可能性がある。こ

のような災害現象を解析するためのモデルが国内

外で数多く提案されているが、現象の単純化の程

度によって簡易なモデルから詳細なモデルまで

様々なものがある。解析にあたっては、できれば

詳細なモデルを適用することが望ましいが、その

ためには専用のソフトウエアを購入したり、多く

のプロセスデータや物性データを準備する必要が

ある。一方、石油コンビナート全域を対象とした

マクロ的な評価では、災害現象に適合するもので

あれば簡易モデルでも問題はないとされている。 

 

4.2.2 基準値の設定 

物理的作用の解析モデルは、一般に発災地点から

の距離と放射熱などの作用強度との関係を表わし

たもので、作用強度に対してある基準値を設定し、

強度がこの値を超える距離を求めて影響範囲とす

ることになる。このように基準値は、作用強度と

それを受ける対象物の被害程度をもとに設定する。

例えば、液面火災のように長時間継続する可能性

がある火災に対しては、人体が単位時間に受ける

放射熱の基準値としては、2.3kW/m2（2,000kcal/m2h）

程度の値が用いられる。また、地震時の市街地大

火に対する避難計画では 2.4kW/m2（2,050kcal/m2h）

という値が用いられた例がある。この値は、概ね

数 10 秒間受けることにより痛みを感じる程度の

熱量である。 

 

4.2.3 影響度の推定 

「入力データの収集」→「気象条件の設定」→「漏

洩口（開口部）の設定」→「影響範囲の算定」の

手順により影響範囲の算定を行い、周囲に与える

影響の大きさを推定する。「入力データの収集」

として、対象施設を保有する事業所などから算定



に必要なデータを収集する。「気象条件の設定」

として、風速と大気安定度を特定する必要がある。

なお、気象データは、できるだけ石油コンビナー

トの内部あるいは直近で観測されたものを使用す

る。「漏洩口（開口部）の設定」は、危険物質の

流出率を算定するために想定する必要がある。漏

洩口の想定は、モデルの選定以上に算定結果に影

響を与える。「影響範囲の算定」として、算定結

果から影響度を推定する場合には、範囲の大きさ

だけではなく、そのなかに含まれる人口や一般施

設、あるいは算定で考慮していない施設のまわり

の構造物や自然地形による影響防止効果などもで

きるだけ考慮することが望ましい。 

4.3 石油タンク火災のＷＲＦ－Ｆｉｒｅへの適

用性について 

石油タンク火災の予測では、基本的に人体への影

響を予測の基準としているため、主に放射熱量の

予測が中心となる。また、詳細な施設のモデル化

が必要であり、火災の燃料となる物質の流出状況

から、詳細な火面の設定が必要である。さらに、

取り扱う燃料により、燃焼の条件が大きく異なる

ことから、燃料の各種パラメータ設定が重要であ

るが、設定自体は複雑である。また、施設の耐久

性の評価も必要である。その他、煙による放射熱

の影響評価やボイルオーバー（水蒸気爆発による

燃料の噴出）やファイヤーボール（爆発による巨

大な火球）等の石油タンク火災特有の現象につい

ての設定が必要となる。 

以上から、石油タンク火災については、燃料の保

管状況から燃料供給源が限られ、施設が市街地か

らある程度離れているため延焼拡大の危険も小さ

いことから、詳細な延焼予測の必要性は低いと考

えられる。石油タンク火災にＷＲＦ－Ｆｉｒｅを

適用するためには、石油タンク火災特有のパラメ

ータを検討、設定する必要がある 

 

表 3 石油タンク火災における 

燃焼に関するパラメータの例 
油種 原油 ナフサ 出典等 

燃焼速度(m/s) 5.2×10-5 8.0×10-5 消防庁指針 

標準発熱量

(MJ/I) 

38.28 33.31 総合エネルギ

ー統計2013度

改訂※ 

発熱速度(kW/m2) 2.0×103 2.7×103 標準発熱量よ

り換算 

火災面積(m2) 41,140 1,432 過去事例より

設定 

1964 年新潟

地震(第一火

災での凡そ

の面積） 

2003年十勝

沖地震での

ナフサタン

ク 

 

発熱量(kW) 8.2×107 3.8×106 発熱量と火災

面積から換算 

5. 局所・広域の相互接続技術に関わる 

LES(Large Eddy Simulation)の妥当性検討 

5.1 シミュレーション結果による火災旋風再現

の可能性 

山林火災のシミュレーション結果では、延焼エリ

アで温度上昇が集中している部分があり、この周

りに若干温度下降しているゾーンが見られる。こ

れは、火災の発生により生じた熱によって上昇気

流が発生し、炎に向かって吹き込む風の挙動を示

しているものと考えられる。また、延焼エリアの

それぞれのメッシュでは風向や風速に差が見られ、

気流の回転もうかがえることから、火災旋風の再

現が見込まれる。 

 

5.2 LES 適用の可能性と適用にあたっての課題 

今回の山林火災シミュレーションで使用した

WRF-Fire には、LESの計算機能がオプションで備

わっているため、これを利用してシミュレーショ

ンを行うことが考えられる。ただし、計算にあた

っては、メッシュの解像度を上げるとともに、垂

直方向の気流の流れを詳細に検討する必要がある。

また、旋風の発生の条件には、顕熱（輻射熱）の

量と熱源の広さが影響するため、市街地火災を対

象とした場合には、個々の建物から発生する熱量

の設定が非常に重要になるものと考えられる。 

WRF-Fireの LES の計算機能を用いたシミュレーシ

ョンを行い、火災旋風の出現可能性や出現にあた

っての建物や気象の条件を整理、確認した後に、

本格的な LESの実施が望まれる。 

 

6. まとめ及び今後の展開 

延焼火災の予測に関しては、様々な予測式、シミ

ュレーション手法が提案されているが、気象に起

因する風と火災の熱との相互作用については、ご

く簡易なモデルしか考慮されておらず、３次元的

な影響については反映されていないのが現状であ

る。 

本研究の成果では、４次元データ同化法技術やネ

スティングによる局所及び広域の相互接続技術が

確立されている汎用気象モデルＷＲＦ(Weather 

Research and Forecasting)を利用した山林火災の

予測を行うＷＲＦ－Ｆｉｒｅを、市街地火災に適

用する試みを行った。 

今後は、実際に存在する市街地を対象に、ＷＲＦ

－Ｆｉｒｅを用いて火災延焼シミュレーションを

行い、実際の火災との比較・検証から、精度向上

のための技術上の課題を解決することにより、気

象条件や建物形状や市街地の特性（道路や空き地

の配置等）に違いによる延焼状況の変化を詳細に

把握し、防災上の課題を検討することが可能とな



る。さらに、火災の規模と気象条件により、「火

災旋風」の予測にあたっての基本的な技術の蓄積

ができることが期待される。 

また、発生が予測されている首都直下地震や南海

トラフ巨大地震における延焼火災の状況を詳細に

予測することができ、都市部における大規模火災

の発生及びそれに伴う多数の死傷者の発生に対す

る効果的な防災対策の提案が行えるものと考えら

れる。 
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